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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第126期

中間連結会計期間
第127期

中間連結会計期間
第126期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 (百万円) 351,171 406,226 731,207

税引前中間(当期)利益 (百万円) 74,859 138,108 165,484

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 52,887 110,040 112,892

中間包括利益又は当期包括利益 (百万円) 67,500 112,574 149,826

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 720,978 842,930 767,419

資産合計 (百万円) 1,220,880 1,287,243 1,221,101

基本的１株当たり中間(当期)利益 (円) 133.15 282.16 285.22

希薄化後１株当たり中間(当期)利益 (円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 59.1 65.5 62.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 57,712 69,537 109,384

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △143,911 23,982 △165,531

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 126,473 △40,003 28,616

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 252,030 239,150 187,747
 

(注) １　当社は要約中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２　上記指標は、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいています。

３　希薄化後１株当たり中間(当期)利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

４　当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式については

自己株式として計上しています。また、基本的１株当たり中間(当期)利益の算定上、当該株式数を期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

５　前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間に

係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映しております。

６　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり中間(当期)利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に記載した将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

す。

なお、前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間に

係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映しております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇や高金利環境の継続に

より全体的なインフレ低減の動きが一部で鈍化したものの、AI関連投資をはじめとする技術革新や財貿易の底堅さ

に支えられ、緩やかな成長を維持いたしました。

米国においては、高金利の長期化に伴う個人消費の減速が見られたものの、堅調な雇用・所得環境とAI分野等へ

の活発な投資が牽引し、底堅い成長が継続しました。欧州においては、金利上昇が投資の重石となり、設備投資の

抑制や内需を下押しし、全体として力強さを欠く推移となりました。中国においては、ハイテク分野の輸出など外

需は好調に推移した反面、不動産市場の低迷や内需の弱さを背景に消費マインドが停滞し、景気は足踏み状態とな

りました。

わが国経済においては、中東情勢、自然災害の影響や金融資本市場の変動を注視する必要があるものの、賃上げ

に伴う所得環境の改善から個人消費に持ち直しの動きがみられたほか、高い企業収益を背景とした設備投資も底堅

く推移し、緩やかな回復基調を維持しました。

当社グループの主要な事業基盤である自動車業界における内燃機関搭載車の生産は、前年比では減少となりまし

た。引き続き電気自動車生産が増加する一方で、内燃機関搭載車の生産は軟調に推移しています。半導体製造装置

業界では、生成AI需要の急速な拡大に加え、最先端ロジックやメモリ向けの投資が力強く継続したことを背景に、

世界的な設備投資の拡大が続いております。

また、当中間連結会計期間において一部子会社の事業譲渡損失9,808百万円をその他費用に計上しております。加

えて、保有する投資有価証券を公正価値で測定した結果、金融収益（投資有価証券評価益）59,027百万円を計上す

ることとなりました。その結果、当中間連結会計期間の金融収益は61,787百万円となりました。

このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間における売上収益は4,062億26百万円（前年同期比

15.7％増）、営業利益は817億73百万円（前年同期比15.6％増）、税引前中間利益は1,381億８百万円（前年同期比

84.5％増）となり、親会社の所有者に帰属する中間利益は1,100億40百万円（前年同期比108.1％増）となりまし

た。

 
セグメントの業績

セグメントの名称 売上収益(百万円)
営業利益又は営業損失(△)

(百万円)

自動車関連  322,713  76,894

コンポーネント・ソリューション  75,991  5,883

その他  7,927  △1,004

調整額  △405  －

合計  406,226  81,773
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＜自動車関連＞

当事業におけるプラグ販売は、新車組付け用製品において、中国市場の停滞による減産影響を受けたものの、米

国を中心とした北米市場の好調な需要がこれをカバーしました。一方、補修用製品においては、引き続き安定した

伸長を維持した結果、当中間連結会計期間の売上収益は3,227億13百万円（前年同期比13.2％増）、営業利益は768

億94百万円（前年同期比8.8％増）となりました。

＜コンポーネント・ソリューション＞

SPE事業において生成AI向けデータセンター投資拡大に伴う先端ロジックやメモリ向けの需要の増加により好調に

推移したことに加え、昨年6月に連結子会社化したNiterra Materialsの売上貢献により、増収となりました。損益

面では、好調なSPE事業の成長に加え、メディカル事業における固定費削減に伴う黒字化により、増益となりまし

た。

この結果、当中間連結会計期間の売上収益は759億91百万円（前年同期比23.7％増）、営業利益は58億83百万円

（前年同期は５億37百万円の営業損失）となりました。

＜その他＞

その他の事業については、当中間連結会計期間の売上収益は79億27百万円（前年同期比59.6％増）、営業損失は

10億４百万円（前年同期は６億16百万円の営業利益）となりました。

 

  前連結会計年度 当中間連結会計期間
増減

  (2026年３月31日) (2026年９月30日)

流動資産 (百万円) 658,236 680,425 22,188

非流動資産 (百万円) 562,864 606,818 43,953

資産　合計 (百万円) 1,221,101 1,287,243 66,142

流動負債 (百万円) 195,752 221,920 26,168

非流動負債 (百万円) 254,094 218,746 △35,347

負債　合計 (百万円) 449,846 440,667 △9,178

資本　合計 (百万円) 771,255 846,576 75,321

負債及び資本　合計 (百万円) 1,221,101 1,287,243 66,142
 

　
当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末比661億42百万円増加の１兆2,872億43百万円となりまし

た。これは、主として投資有価証券の評価額が増加したことによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末比91億78百万円減少の4,406億67百万円となりました。これは、主として営業債務

及びその他の債務が減少したことによるものです。

資本合計は、前連結会計年度末比753億21百万円増加の8,465億76百万円となりました。これは、主として中間利

益の計上により利益剰余金が増加したことによるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

  
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 57,712 69,537

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △143,911 23,982

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 126,473 △40,003

現金及び現金同等物の中間期末残高 (百万円) 252,030 239,150
 

　
営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、前年同期比118億25百万円増加の695億37百万円となりまし

た。これは、主として税引前中間利益が増加したことによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間1,439億11百万円の支出に対し、239億82百万円の収

入となりました。これは、主として連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が減少した一方、有価証

券の減少並びに投資有価証券の売却及び償還による収入が増加したことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間1,264億73百万円の収入に対し、400億３百万円の支

出となりました。これは、主として短期借入金の増加が減少したことによるものです。

この結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して為替相場の変動による換

算差額21億12百万円を控除した純額で514億２百万円増加し、2,391億50百万円となりました。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な

変更はありません。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発に係る費用は総額141億17百万円です。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 
３ 【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

なお、当社は、2026年10月２日に、2025年９月１日付「株式会社デンソーのスパークプラグ事業および排気セン

サ事業の譲受に関するお知らせ」にて公表いたしました、株式会社デンソー（以下、「デンソー」）が運営するス

パークプラグ事業および排気センサ事業の譲受を中止し、デンソーとの間で締結した事業譲渡契約の解約に関する

合意書を締結しました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 390,000,000

計 390,000,000
 

（注) 当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより発行可

能株総数は390,000,000株増加し、780,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 199,247,720 398,495,440

東京証券取引所
プライム市場
名古屋証券取引所
プレミア市場 

単元株式数は100株です。

計 199,247,720 398,495,440 － －
 

(注)　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより株式数

は199,247,720株増加し、発行済株式総数は398,495,440株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
(千株)

発行済株式総数
残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 199,247 － 47,869 － 54,824
 

(注)　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより株式数

は199,247,720株増加し、発行済株式総数は398,495,440株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８-１ 23,534 12.06

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１-１ 16,794 8.60

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海一丁目８-12 10,036 5.14

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13-１ 9,526 4.88

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　
５０５０１０
(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済
営業部)

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN U.K.
(東京都港区港南二丁目15-１)

5,428 2.78

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　
５０５００１
(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済
営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15-１)

4,344 2.22

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６-６ 3,563 1.82

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７-３ 3,148 1.61

ＣＧＭＬ　ＰＢ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣ
ＯＵＮＴ／ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ
(常任代理人　シティバンク、エヌ・エ
イ東京支店)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF, LONDON E14 5LB
(東京都新宿区新宿六丁目27-30)

3,051 1.56

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　
５１０３１２
(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済
営業部)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15-１)

2,909 1.49

計 ― 82,338 42.20
 

(注) １　株式会社三菱ＵＦＪ銀行及びその共同保有者３社から、2023年６月５日付で公衆の縦覧に供されている大量

保有報告書(変更報告書)において、2023年５月29日現在当社株式を8,856千株(4.34％)保有している旨が記

載されているものの、そのうち三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が保有している旨の報告を受けている5,304千

株(2.60％)については、当社として2026年９月30日現在における実質所有状況の確認ができないため上記大

株主の状況には含めていません。

２　当社は2024年８月23日付で4,927千株の自己株式の消却を実施し、発行済株式総数は199,247千株となってい

ますが、同日以前に公衆の縦覧に供された大量保有報告書(変更報告書)の株券等保有割合は、消却前の割合

で記載しています。

３　バリューアクト・キャピタル・マネジメント・エルピー及びその共同保有者３社から、2026年２月12日付で

公衆の縦覧に供されている大量保有報告書及び2026年２月13日付で公衆の縦覧に供されている訂正報告書に

おいて、2026年２月９日現在当社株式を10,494千株(5.27％)保有している旨が記載されているものの、その

うちバリューアクト・ジャパン・マスター・ファンド・エルピーが保有している旨の報告を受けている

6,981千株(3.50％)については、当社として2026年９月30日現在における実質所有状況の確認ができないた

め上記大株主の状況には含めていません。

４　野村證券株式会社及びその共同保有者２社から、2026年８月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報

告書(変更報告書)において、2026年７月31日現在当社株式を9,977千株(5.01％)保有している旨が記載され

ているものの、そのうち野村アセットマネジメント株式会社が保有している旨の報告を受けている8,654千

株(4.34％)については、当社として2026年９月30日現在における実質所有状況の確認ができないため上記大

株主の状況には含めていません。

５　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式

数については、当該株式分割前の所有数を記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）
－

単元株式数は100株です。
普通株式 4,144,100

(相互保有株式）
－

普通株式 133,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 194,415,500 1,944,155 同上

単元未満株式 普通株式 554,920 － １単元(100株)未満の株式です。

発行済株式総数  199,247,720 － －

総株主の議決権  － 1,944,155 －
 

(注) １　単元未満株式には、自己株式32株と相互保有株式早川精機工業株式会社保有分58株が含まれています。

２　完全議決権株式(その他)には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託保有の当社株式445,700株(議決権

4,457個)が含まれています。

３　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、株式数及び議

決権の数については、当該株式分割前の株式数及び議決権の数を記載しております。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本特殊陶業株式会社

名古屋市東区
東桜一丁目１番１号

4,144,100 － 4,144,100 2.08

（相互保有株式）
早川精機工業株式会社

岐阜県岐阜市六条
大溝１-13-１

－ 133,200 133,200 0.07

計 － 4,144,100 133,200 4,277,300 2.15
 

(注) １ 他人名義で所有している株式数は、日特協力会持株会（当社取引先を会員とする持株会、名古屋市東区東桜

一丁目１番１号）名義で保有している株式です。

２　役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、上記自己株式等に含めていません。

３　2025年10月31日開催の取締役会決議に基づき、当事業年度において自己株式を1,618,100株取得していま

す。

４　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、株式数につい

ては、当該株式分割前の株式数を記載しております。
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２ 【役員の状況】

(1) 役員の異動の状況

該当事項はありません。

 
(2) 業績連動型株式報酬に関する事項

当社は、2022年６月24日開催の第122回定時株主総会における決議により、当社の取締役（監査等委員である取締

役及び社外取締役を除く。）及び執行役員（雇用型執行役員を除く。取締役（監査等委員である取締役及び社外取

締役を除く。）と併せて、以下「取締役等」という。）を対象に、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」とい

う。）を導入していますが、2025年６月25日開催の第125回定時株主総会において、本制度を一部改定のうえ継続す

ることを決議しました。改定後の本制度の内容は以下のとおりです。

 
（業績連動型株式報酬の内容）

当社は、業績連動型株式報酬制度として、取締役等を対象に、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託を採用

しており、2026年３月31日に終了する事業年度から2030年３月31日に終了する事業年度までの５事業年度を対象期

間として、役位や中期経営計画等で掲げる業績目標の達成度等に応じて、あらかじめ報酬委員会の審議を経て取締

役会で決定する株式交付規程に定める算定方法に従ってポイントを付与し、対象期間終了後に、付与された合計ポ

イント数に応じて当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を交付又は給付することとしています。

業績目標の達成度等は、中期業績指標、株主価値指標及び非財務指標に基づき評価することとし、評価に用いる

具体的な指標は以下のとおりです。

・中期業績指標

中期経営計画の目標として掲げている連結売上収益及び親会社の所有者に帰属する当期利益を指標としてお

り、中期経営計画の最終年度である2030年３月期における目標値は、それぞれ連結売上収益１兆円、親会社の

所有者に帰属する当期利益1,450億円です。ただし、取締役を兼務しない執行役員については担当部門毎に設定

される業績目標等とします。

・株主価値指標

株主価値の向上への意識づけを強化するため、中期経営計画期間における当社TSR（株主総利回り）と同期間に

おけるピアグループ企業のTSRとの比較結果に基づき算出する相対TSRを指標とします。

・非財務指標目標

当社グループの持続的成長に向けた人的資本経営の取組の成果を評価するため、従業員エンゲージメントを指

標とします。

なお、各指標の実績値は対象期間終了後に確定します。

 
 

イ　ポイント算定方法

当社は、毎年３月末日時点で制度対象者として在任する者（同日付で退任する者を含む。）について、同日で

終了する事業年度の直後に到来する６月１日（初回は2026年６月１日）に本制度によるポイント計算を行いま

す。なお、当該ポイント計算は、取締役については、ポイント付与日の属する事業年度の前事業年度の７月１日

から翌年６月末日まで（以下「取締役のポイント計算対象期間」という。）、取締役を兼務しない執行役員につ

いてはポイント付与日の属する事業年度の前事業年度の４月１日から翌年３月末日まで（以下「執行役員のポイ

ント計算対象期間」という。以下、取締役のポイント計算対象期間とあわせて「取締役等のポイント計算対象期

間」という。）の職務執行の対価として行います。
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ポイントの計算は、以下に定める暫定ポイント、中計業績指標ポイント、株式価値指標ポイント及び非財務指

標ポイントを累積加算（以下「累積ポイント」という。）することによって行います。中計業績指標ポイント、

株式価値指標ポイント及び非財務指標ポイントの計算は対象期間の最終事業年度終了後の2030年６月１日、又は

取締役等の退任時に行います。

 

暫定ポイント ＝ 役位ポイント（※１）×取締役等のポイント計算対象期間中の在任月数

中計業績指標ポイント ＝ 暫定ポイントの累積×50％×業績連動係数（※２）－暫定ポイントの累積×50％

株主価値指標ポイント ＝ 暫定ポイントの累積×30％×株主価値指標係数（※３）－暫定ポイントの累積×30％

非財務指標ポイント ＝ 暫定ポイントの累積×20％×非財務指標係数（※４）－暫定ポイントの累積×20％

 

 
制度対象者が退任する場合には、ポイント計算対象期間の職務執行の対価として、退任日の属する月の１日時

点における役位に応じて、下式により計算される月割ポイントを付与します。なお、毎月第１営業日時点におい

て制度対象者である場合は、当該月の月割ポイントを付与するものとします。

月割りポイントの算定式

＝役位ポイント（※１）×退任日の属する事業年度の直前の事業年度における［（業績連動係数（※２）

×50％）＋（株主価値指標係数（※３）×30％）＋（非財務指標係数（※４）×20％）］×在任月数

(注)　在任月数について、取締役は退任日の属する事業年度の７月１日から退任日までの在任月数に応じて決定す

るものとし、執行役員は退任日の属する事業年度の４月１日から退任日までの在任月数に応じて決定するも

のとします。

 
（※１）一月当たりの役位ポイント

役位 役位ポイント/月

取締役会長 569

社長執行役員 569

副社長執行役員 408

上席執行役員Ⅲ 261

上席執行役員Ⅱ 208

上席執行役員Ⅰ 153

外国籍の委任型執行役員 91
 

(注) １　複数の役位を兼任する場合は、ポイント数の高い役位を適用します。

２　役位ポイントの付与対象で、役付取締役（執行役員を兼務しない者に限る。）又は執行役員を兼務する取締

役である制度対象者が、取締役のポイント計算対象期間中に、役付取締役でない取締役に就任又は執行役員

を退任して役付取締役でない取締役となった場合、その退任日の属する事業年度に適用される役位ポイント

は、当該事業年度の直前の事業年度の３月１日時点の役位ポイントを適用します。
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（※２）業績連動係数

対象期間を対象とする中期経営計画の目標値に対する達成度に応じ、下式の通りに決定します。

　　・取締役：

業績連動係数＝（連結売上収益の目標達成率（％）＋親会社の所有者に帰属する当期利益の目標達成率

（％））÷２

　　・取締役を兼務しない執行役員：

業績連動係数＝担当部門毎に設定される業績目標等の目標達成率（％）

(注)１　各目標達成率の下限値は０％、上限値は200％とします。

　　２　業績連動係数の0.1％未満の端数は四捨五入します。

３　取締役等が退任する場合については、その退任日の属する事業年度の直前の事業年度における中期経営計画

の目標値及び実績値に基づいて計算を行います。なお、ポイント計算時において、当該事業年度の業績が未

確定の場合は、業績が確定している事業年度まで遡って計算します。

４　対象期間中に取締役が取締役を兼務しない執行役員となった場合、取締役を兼務しない執行役員が取締役に

就任した場合又は取締役を兼務しない執行役員の担当部門の変更があった場合、その在任期間に応じて業績

連動係数を按分します。

 
（※３）株主価値指標係数

対象期間における当社TSR（株主総利回り）と同期間におけるピアグループ企業のTSRとの比較結果である相対

TSRに応じ、以下の通りに決定します。

　　・相対TSRが200％以上の場合：200％

　　・相対TSRが200％未満の場合：相対TSRと同率

(注)１　ピアグループ企業とは、当社があらかじめ選定し株式交付規程で定める類似業種の企業７社を指します。

　　２　TSRは下式の通りに算出します。（0.1％未満の端数は四捨五入）

　　　　TSR（％）＝（対象期間最終営業日の株価終値＋対象期間中の日を基準日とする配当金に係る１株あたりの配

　　　　当金の合計額)÷対象期間が開始となった営業日の株価終値

３　相対TSRは下式の通りに算出します。（0.1％未満の端数は四捨五入）

　　　相対TSR（％）＝当社TSR÷ピアグループ企業のTSRの平均値

４　取締役等が退任する場合については、(注)３において、「対象期間最終営業日の株価終値」を「退任日の属

する事業年度の直前の事業年度の最終営業日の株価終値」に、「対象期間中の日を基準日とする配当金に係

る１株あたりの配当金の合計額」を「対象期間の開始日から退任日の属する事業年度の直前の事業年度の最

終日までの日を基準日とする配当金に係る１株あたりの配当金の合計額」にそれぞれ読み替えて算出される

TSRに基づいて相対TSRを算出し、株主価値指標係数を決定します。なお、ポイント計算時において、相対TSR

が確定できない場合は、確定できる事業年度まで遡って計算します。
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（※４）非財務指標係数

対象期間を対象とする中期経営計画期間における従業員エンゲージメントの目標値に対する達成度に応じ、下

表の通りに決定します。

達成度 非財務指標係数

120％以上  200％

115％以上 120％未満 175％

110％以上 115％未満 150％

105％以上 110％未満 125％

100％以上 105％未満 100％

90％以上 100％未満 80％

80％以上 90％未満 50％

 80％未満 ０％
 

　(注)１　従業員エンゲージメントは、当社が従業員に対して実施する従業員エンゲージメントサーベイによって測定

します。

　　２　取締役等が退任する場合については、その退任日の属する事業年度の直前の事業年度における目標値及び実

績値に基づいて計算を行います。なお、ポイント計算時において、当該事業年度の実績値が未確定の場合

は、実績値が確定している事業年度まで遡って計算します。

 
ロ　交付株式数・現金支給株式数の計算方法

前述の方法に基づき算定した累積ポイントを１株あたりのポイントで除して、得られる株式の数（以下「算定

基礎株式数」という。）を算定します。また、算定した算定基礎株式数のうち、１に満たない部分は切り捨てる

ものとします。

本制度においては、各制度対象者について算定した算定基礎株式数に納税資金確保の観点から合理的な割合と

して0.5を乗じた数（当社の単元株式数に満たない部分は切り上げるものとする。）（以下「交付株式数」とい

う。）の会社株式を当該制度対象者に交付し、算定基礎株式数から交付株式数を減じた数（「現金支給株式数」

という。）の会社株式を株式市場において売却の上、納税資金の支払いを目的として、その売却代金を当該制度

対象者に給付するものとします。ただし、制度対象者が死亡した場合の相続人に対しては、算定基礎株式数の会

社株式全てを株式市場において売却の上、その売却代金を給付するものとします。なお、当社は対象期間である

５事業年度に対して3,400百万円を上限に信託金を拠出し、この上限額を踏まえて取締役等に交付する株式数の上

限を、対象期間である５事業年度で800千株としています。

　(注)１　１株あたり１ポイントで計算しています。ただし、対象期間中に当社株式の総数が株式の分割、株式の併合

等によって増加又は減少した場合には、当社株式の分割比率・併合比率等に応じて、１ポイントあたりの当

社株式数を調整します。

　　２　本制度の規定に従いポイントの付与を受けている制度対象者は、以下のいずれかの条件を充足している場

合、所定の手続きを経ることを条件として、会社株式等の交付等を受ける権利が確定したものとします。

　　（１）対象期間満了日において当社の取締役等として在任

　　（２）任期満了により退任すること

　　（３）上記（２）以外の事由により退任すること

　　（４）死亡すること
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第４ 【経理の状況】

 

１. 要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下、「連結財務諸表規則」という。)第１条の２第２号の「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、「IAS第34号」という。)に準拠して作成

しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けています。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  187,747 239,150

営業債権及びその他の債権  172,165 179,782

その他の金融資産  49,255 16,556

棚卸資産 5 217,748 219,247

その他の流動資産  31,318 25,307

小計  658,236 680,044

売却目的で保有する資産 15 － 380

流動資産合計  658,236 680,425

非流動資産    

有形固定資産 6 265,650 264,556

のれん及び無形資産  162,153 161,043

使用権資産  11,747 11,171

持分法で会計処理されている
投資

 23,764 26,046

その他の金融資産  81,552 127,696

繰延税金資産  16,319 14,786

その他の非流動資産  1,676 1,518

非流動資産合計  562,864 606,818

資産合計  1,221,101 1,287,243
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  69,739 62,239

社債及び借入金  31,424 71,451

その他の金融負債  4,745 4,247

未払法人所得税  26,652 21,510

その他の流動負債  63,191 62,471

流動負債合計  195,752 221,920

非流動負債    

社債及び借入金  211,037 170,792

退職給付に係る負債  9,083 9,072

その他の金融負債  8,548 8,370

繰延税金負債  19,873 24,773

その他の非流動負債  5,550 5,737

非流動負債合計  254,094 218,746

負債合計  449,846 440,667

資本    

資本金  47,869 47,869

資本剰余金  55,380 55,422

利益剰余金  592,956 682,952

自己株式  △18,426 △33,356

その他の資本の構成要素  89,639 90,043

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 767,419 842,930

非支配持分  3,835 3,645

資本合計  771,255 846,576

負債及び資本合計  1,221,101 1,287,243
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上収益 4,7 351,171 406,226

売上原価  △214,553 △252,107

売上総利益  136,617 154,118

販売費及び一般管理費  △64,721 △70,646

持分法による投資損益  624 1,265

その他収益  1,200 7,492

その他費用  △2,987 △10,457

営業利益 4 70,733 81,773

金融収益  6,840 61,787

金融費用  △2,714 △5,452

税引前中間利益  74,859 138,108

法人所得税費用  △18,859 △27,858

中間利益  55,999 110,250

中間利益の帰属    

親会社の所有者  52,887 110,040

非支配持分  3,112 210

１株当たり中間利益 13   

基本的１株当たり中間利益(円)  133.15 282.16

希薄化後１株当たり中間利益(円)  － －
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間利益  55,999 110,250

その他の包括利益(税効果控除後)    

純損益に振り替えられる
ことのない項目

   

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

 2,106 3,072

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 △9 △10

純損益に振り替えられる
ことのない項目合計

 2,096 3,062

純損益に振り替えられる
可能性のある項目

   

在外営業活動体の換算差額  8,584 △1,809

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 819 1,071

純損益に振り替えられる
可能性のある項目合計

 9,403 △738

その他の包括利益
(税効果控除後)合計

 11,500 2,323

中間包括利益  67,500 112,574

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  64,184 112,432

非支配持分  3,316 141
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測定
する金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

2025年４月１日時点の残高  47,869 55,724 509,900 △2,199 14,389 48,889

中間利益    52,887    

その他の包括利益      2,104 9,200

中間包括利益合計  － － 52,887 － 2,104 9,200

自己株式の取得     △3   

剰余金の配当 8   △17,902    

株式報酬取引   △404  530   

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

   2,852  △2,861  

所有者との取引額合計  － △404 △15,049 527 △2,861 －

2025年９月30日時点の残高  47,869 55,319 547,738 △1,672 13,633 58,089
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度の
再測定

合計

2025年４月１日時点の残高  － 63,278 674,573 149 674,722

中間利益   － 52,887 3,112 55,999

その他の包括利益  △8 11,296 11,296 203 11,500

中間包括利益合計  △8 11,296 64,184 3,316 67,500

自己株式の取得   － △3  △3

剰余金の配当 8  － △17,902 △321 △18,224

株式報酬取引   － 126  126

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

 8 △2,852 －  －

所有者との取引額合計  8 △2,852 △17,780 △321 △18,101

2025年９月30日時点の残高  － 71,722 720,978 3,143 724,122
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測定
する金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

2026年４月１日時点の残高  47,869 55,380 592,956 △18,426 12,715 76,923

中間利益    110,040    

その他の包括利益      3,068 △669

中間包括利益合計  － － 110,040 － 3,068 △669

自己株式の取得 10    △15,000   

剰余金の配当 8   △22,032    

株式報酬取引   41  70   

子会社に対する所有持分の
変動

  0     

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

   1,988  △1,994  

所有者との取引額合計  － 41 △20,044 △14,930 △1,994 －

2026年９月30日時点の残高  47,869 55,422 682,952 △33,356 13,788 76,254
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度の
再測定

合計

2026年４月１日時点の残高  － 89,639 767,419 3,835 771,255

中間利益   － 110,040 210 110,250

その他の包括利益  △6 2,392 2,392 △68 2,323

中間包括利益合計  △6 2,392 112,432 141 112,574

自己株式の取得 10  － △15,000  △15,000

剰余金の配当 8  － △22,032 △310 △22,343

株式報酬取引   － 111  111

子会社に対する所有持分の
変動

  － 0 △20 △20

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

 6 △1,988 －  －

所有者との取引額合計  6 △1,988 △36,921 △331 △37,253

2026年９月30日時点の残高  － 90,043 842,930 3,645 846,576
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記

前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前中間利益  74,859 138,108

減価償却費及び償却費  21,637 22,468

為替差損益(△は益)  △2,918 2,311

受取利息及び受取配当金  △3,365 △2,104

支払利息  1,523 1,554

持分法による投資損益(△は益)  △624 △1,265

固定資産除売却損益(△は益)  501 319

関係会社株式売却損益(△は益)  230 －

有価証券評価損益(△は益) 2 4 △59,024

事業譲渡損益(△は益) 12 － 9,808

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加)  △4,319 △14,659

棚卸資産の増減(△は増加)  △11,678 △9,555

営業債務及びその他の債務の増減(△は減少)  1,279 952

退職給付に係る負債の増減(△は減少)  103 50

その他 2 △76 7,292

小計  77,156 96,256

配当金の受取額  487 358

利息の受取額  1,918 2,327

利息の支払額  △1,289 △1,452

法人所得税の支払額  △20,560 △27,952

営業活動によるキャッシュ・フロー  57,712 69,537

投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の純増減額(△は増加)  2,590 2,567

有価証券の純増減額(△は増加)  12,000 30,762

有形固定資産の取得による支出  △14,940 △26,097

有形固定資産の売却による収入  175 150

無形資産の取得による支出  △1,514 △2,254

事業譲渡による収入 12 － 1,626

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 14 △147,486 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入  220 －

投資有価証券の取得による支出  △443 △667

投資有価証券の売却及び償還による収入  5,352 17,801

その他  133 92

投資活動によるキャッシュ・フロー  △143,911 23,982

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額(△は減少)  100,249 37

長期借入れによる収入  49,786 －

長期借入金の返済による支出  △3,338 △337

リース負債の返済による支出  △2,009 △2,363

自己株式の取得による支出 10 △3 △15,000

親会社の所有者への配当金の支払による支出 8 △17,890 △22,009

非支配持分への配当金の支払による支出  △321 △310

その他  － △20

財務活動によるキャッシュ・フロー  126,473 △40,003

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  3,133 △2,112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  43,407 51,402

現金及び現金同等物の期首残高  208,192 187,747

売却目的で保有する資産への振替に伴う現金及び現金同等

物の増減額（△は減少）
15 430 －

現金及び現金同等物の中間期末残高  252,030 239,150
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

日本特殊陶業株式会社は、日本に所在する企業です。登記されている本店及び主要な事業所の住所は、ホームペー

ジ(https://www.niterragroup.com)で開示しています。

当社の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）並びに関連会社に対す

る持分により構成されています。

当社グループの主な事業は、「４．セグメント情報」に記載されています。

 

２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たしてい

るため、要約中間連結財務諸表を同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しています。

本要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前

連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

本要約中間連結財務諸表は、2026年11月６日に代表取締役社長 鈴木 啓司によって承認されています。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成し

ています。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しています。日本円で表示してい

るすべての財務情報は、百万円未満を切り捨てて記載しています。

 
(4) 未適用の公表済み基準書及び解釈指針

IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」

2024年４月に公表されたIFRS第18号は、2027年１月１日以降に開始する事業年度から適用されます。IFRS第18号

は、IAS第１号「財務諸表の表示」と置き換わり、IAS第１号は廃止されます。IFRS第18号においては、主として純

損益計算書の財務業績に関する表示及び開示に関する新たな規定が設けられています。また、IFRS第18号の公表と

併せてIAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」の改訂等が行われています。これらの適用による連結財務諸表への

影響については検討中です。

 
(5) 見積り及び判断の利用

IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表の作成では、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。ただし、実際の業績はこれらの見積りとは

異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの改定は、見積りが改定された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

本要約中間連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度と

同様です。
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(6) 表示方法の変更

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「有価証券評価損

益(△は益)」は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしています。この表示方

法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財務諸表の組み替えを行っています。

この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた△71百万円は、「有価証券評価損益(△は益)」４百万円、「その他」△76百万

円として組み替えています。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループの本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸

表において適用した会計方針と同一です。
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４．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎に決定しています。

当社グループは、社内カンパニー制を導入しており、各事業カンパニーは、取り扱う製品について国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

したがって、当社グループは、社内カンパニーを基礎とした製品別のセグメントから構成されています。

その上で、セグメント情報では製品の内容、市場等の類似性を勘案して、複数の事業セグメントを集約し、「自

動車関連」及び「コンポーネント・ソリューション」を報告セグメントとしています。

「自動車関連」は、スパークプラグや排気ガスセンサ等、主として自動車に組み付けられる部品の製造販売を

行っています。「コンポーネント・ソリューション」では、切削工具、産業機器部品、半導体製造装置用部品、半

導体パッケージ、燃料電池、窒化ケイ素関連製品及び医療用酸素濃縮器等の製造販売を行っています。

 

(2) セグメント収益及び業績

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計 調整額

要約中間
連結損益
計算書
(注)２

自動車
関連

コンポーネン
ト・ソリュー
ション

計

売上収益        

外部収益 285,202 61,000 346,203 4,968 351,171 － 351,171

セグメント間収益 － 412 412 － 412 △412 －

収益合計 285,202 61,413 346,615 4,968 351,584 △412 351,171

セグメント利益又は
損失（△）

70,654 △537 70,116 616 70,733 － 70,733

金融収益       6,840

金融費用       △2,714

税引前中間利益       74,859
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上及び福利厚生サービス業

等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失（△）は、要約中間連結損益計算書の営業利益と調整しています。

３　前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間に係

る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映しております。
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計 調整額

要約中間
連結損益
計算書
(注)２

自動車
関連

コンポーネン
ト・ソリュー
ション

計

売上収益        

外部収益 322,713 75,586 398,299 7,927 406,226 － 406,226

セグメント間収益 － 405 405 － 405 △405 －

収益合計 322,713 75,991 398,705 7,927 406,632 △405 406,226

セグメント利益又は
損失（△）

76,894 5,883 82,778 △1,004 81,773 － 81,773

金融収益       61,787

金融費用       △5,452

税引前中間利益       138,108
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上及び福利厚生サービス業

等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失（△）は、要約中間連結損益計算書の営業利益と調整しています。

 
５．棚卸資産

期中に売上原価に含めて費用として認識した棚卸資産の評価減の金額は、次のとおりです。

(単位：百万円)

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

評価減の金額(△は戻入金額) △366 351
 

 
６．有形固定資産

(1) 有形固定資産の取得及び処分

有形固定資産の取得及び処分の金額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

有形固定資産の取得 17,052 19,766

有形固定資産の処分 △430 △898
 

 
(2) コミットメント

有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントは次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

有形固定資産の取得に関する
コミットメント

21,707 15,136
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７．売上収益

当社グループのセグメントは、社内カンパニーを基礎とした製品別のセグメントから構成されており、当社の構成

単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、

定期的に検討を行う対象となっているものです。顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、セグメント

別に分解しています。分解した収益とセグメント売上収益との関連は、次のとおりです。

 

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 合計

自動車関連 285,202

 プラグ  189,347

 センサ  95,855

コンポーネント・ソリューション 61,000

その他 4,968

合計 351,171
 

(注)　外部顧客への売上収益で表示しています。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 合計

自動車関連 322,713

 プラグ 222,992

 センサ 99,720

コンポーネント・ソリューション 75,586

その他 7,927

合計 406,226
 

(注)　外部顧客への売上収益で表示しています。
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８．配当金

当社は、剰余金の配当について、会社法の規定に基づいて算定される分配可能額の範囲内で行っています。分配可

能額は、日本基準に準拠して作成された当社の会計帳簿において利益剰余金の金額に基づいて算定されています。

 
配当金の支払額は次のとおりです。

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

決議日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年４月30日
取締役会

17,902 90.00 2025年３月31日 2025年６月４日
 

(注) １　配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金43百万円が

含まれています。

　 　２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たりの

配当額については、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

決議日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年４月30日
取締役会

22,032 112.00 2026年３月31日 2026年６月５日
 

(注) １　配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金51百万円が

含まれています。

２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たりの

配当額については、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるものは

次のとおりです。

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

決議日 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年10月31日
取締役会

利益剰余金 18,499 93.00 2025年９月30日 2025年11月28日
 

(注) １　配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金18百万円が

含まれています。

２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たりの

配当額については、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

決議日 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年10月30日
取締役会

利益剰余金 23,217 119.00 2026年９月30日 2026年11月30日
 

(注) １　配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金53百万円が

含まれています。

 ２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たりの

配当額については、当該株式分割前の金額を記載しております。
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９．金融商品

(1) 公正価値測定方法

金融商品の公正価値は、次のとおり算定しています。

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務、その他の金融

負債)

短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま

す。その他については、将来キャッシュ・フローを期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値等により算定しています。公正価値の測定ではレベル２に分類しています。

 

(その他の金融資産、その他の金融負債)

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル１に分類してい

ます。公社債等の公正価値については、取引先金融機関から提示された価格等により、利用可能な情報に基づく合

理的な評価方法により算定し、公正価値の測定ではレベル２又はレベル３に分類しています。非上場株式等の公正

価値については、主として時価純資産法により算定し、公正価値の測定ではレベル３に分類しています。出資金の

公正価値については、配当割引モデルに基づき算定し、公正価値の測定ではレベル３に分類しています。レベル３

の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しています。公正価値の測定に際しては、公社

債等及び非上場株式等については、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法

及びインプットを用いており、出資金については、割引率（前連結会計年度は10.4％、当中間連結会計期間は

10.4％）をインプットとして用いています。また、公正価値の測定結果については、上位役職者のレビューを受け

ています。

レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合の公正価値の増減は重要ではありません。なお、合理的に考え得る代替的な仮定には、将来の市場変数等の

変化に伴う影響は含めていません。

デリバティブ等は、取引先金融機関等から提示された金利、為替等の観察可能な市場データに基づいて算定して

います。観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定ではレベル２に分類して

います。

 

(社債及び借入金)

社債は、取引先金融機関から提示された価格によっています。

短期借入金は、短期間で決済されるものであり、公正価値が帳簿価額と近似しているため、公正価値は帳簿価額

と同額とみなしています。

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっています。なお、いずれも観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定で

はレベル２に分類しています。

 
(2) 公正価値のヒエラルキー

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しています。

レベル１：活発な市場において相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能な価格により測定された公正価値

レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正価値
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償却原価で測定する主な金融商品

前連結会計年度(2026年３月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

公社債等  30,473 － 30,473 － 30,473

合計  30,473 － 30,473 － 30,473

負債      

社債  19,962 － 19,224 － 19,224

借入金  221,740 －  213,237 － 213,237

合計 241,702 －  232,461 － 232,461
 

(注) １　社債、借入金については、１年以内に償還又は返済予定の残高を含んでいます。

２　短期の金融資産及び短期の金融負債は、帳簿価額と公正価値が近似しているため、上表には含めていませ

ん。

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

公社債等 － － － － －

合計 － － － － －

負債      

社債 19,968 － 19,148 － 19,148

借入金 221,478 － 209,322 － 209,322

合計 241,447 － 228,470 － 228,470
 

(注) １　社債、借入金については、１年以内に償還又は返済予定の残高を含んでいます。

２　短期の金融資産及び短期の金融負債は、帳簿価額と公正価値が近似しているため、上表には含めていませ

ん。
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経常的に公正価値で測定する金融商品

前連結会計年度(2026年３月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する
金融資産：

     

株式  33,161  18,838 －  14,323  33,161

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産：

     

公社債等  79 － －  79  79

出資金  46,563 － －  46,563 46,563

合計  79,804  18,838 －  60,966  79,804

負債      

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債：

     

デリバティブ負債  333 － 333 －  333

合計  333 －  333 －  333
 

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する
金融資産：

     

株式 34,270 20,538 － 13,732 34,270

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産：

     

公社債等 78 － － 78 78

出資金 91,630 － － 91,630 91,630

デリバティブ資産 305 － 305 － 305

合計 126,284 20,538 305 105,441 126,284
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(3) レベル３に分類された金融商品の変動

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への増減は次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

期首残高 40,583  60,966

利得及び損失合計 △258 58,075

純損益 (注)１ △4 59,024

その他の包括利益 (注)２ △253 △948

取得 159 665

処分 △54 △14,064

その他 △119 △202

期末残高 40,311 105,441
 

(注) １　純損益に含まれている利得及び損失は、決算日時点の純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関する

ものです。これらの利得及び損失は、要約中間連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれて

います。

２　その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産に関するものです。これらの利得及び損失は、要約中間連結包括利益計算書の「その他の包括

利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれています。

 
10．資本及びその他の資本項目

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

（自己株式の取得）

当社は、2025年10月31日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得しています。

 
(1)取得対象株式の種類　　　当社普通株式

(2)取得した株式の総数　　　1,618,100株

(3)取得価額の総額　　　　　14,998百万円

(4)取得期間　　　　　　　　2025年11月１日～2026年10月31日（約定日ベース）

 
 

11．偶発事象

訴訟等

当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして海外の当局に

よる調査を受けています。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提起されています。当社はこれら

について国及び競争法当局の調査の状況、和解交渉の進展状況及び担当弁護士からの意見聴取等を踏まえて個別にリ

スクを検討し、将来発生する可能性がある和解金等の損失見込額を費用計上しています。競争法関連費用引当金の残

高は、前連結会計年度末において625百万円、当中間連結会計期間末において625百万円です。損失見込額は現時点に

おいて入手可能な情報に基づいていますが、見積り特有の不確実性があるため、今後新たな事実が判明した場合等に

は追加の損失が発生する可能性があります。なお、IAS第37号「引当金、偶発負債及び偶発資産」に従い、当社の立場

が不利になる可能性があるため、訴訟等に係る詳細な内容を開示していません。
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12．キャッシュ・フロー情報

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(事業の譲渡に伴うキャッシュ・フロー)

一部子会社の自動車部品事業の譲渡に関する譲渡時の資産及び負債の主な内訳並びに受取対価等の合計額は次の

とおりです。

 
　①資産及び負債の主な内訳

(単位：百万円)

 金額

流動資産 14,286

非流動資産 589

流動負債 △3,440

合計 11,435
 

 
②受取対価等の合計額

(単位：百万円)

 金額

事業譲渡による収入 1,626

合計 1,626
 

 
 

13．１株当たり中間利益

(1) １株当たり情報

   

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

基本的１株当たり中間利益(円) 133.15 282.16
 

(注) １　希薄化後１株当たり中間利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり中間(当期)利益を算定しております。

 
(2) 基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は、次のとおりです。

   

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

親会社の所有者に帰属する中間利益(百万円) 52,887 110,040

普通株式の期中平均株式数(千株) 397,203 389,988
 

(注)　基本的１株当たり中間利益の算定において、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を

期中平均株式数から控除しています。

 

EDINET提出書類

日本特殊陶業株式会社(E01136)

半期報告書

31/38



 

14．企業結合

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(取得による企業結合)

当社は、2024年11月25日開催の取締役会において、東芝マテリアル株式会社（以下、「東芝マテリアル」とい

う。）の全株式を株式会社東芝から取得し、完全子会社化することについて決議し、2025年６月２日付で東芝マテ

リアルの全株式を取得しました。なお、同日付で社名を東芝マテリアル株式会社から株式会社Niterra Materialsへ

変更しています。

 
(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 東芝マテリアル株式会社

事業の内容
金属材料・部品、ファインセラミックス部品、化学材料、応用製品の
開発・製造・販売

 

② 企業結合を行った主な理由

東芝マテリアルは、ファインセラミックス、蛍光材料応用製品、磁性材料部品、タングステン・モリブデンなど

の部品・材料の開発、製造、販売を行っています。特に、ＥＶ等向けベアリングに使用される「窒化ケイ素ボー

ル」やインバーター向けパワー半導体に用いられる「窒化ケイ素放熱基板」においては、優れた技術・品質と安定

した生産能力から同業界のリーディングカンパニーとして今後更なる成長が期待されています。

当社においては、東芝マテリアルが車載・半導体・医療・環境エネルギー分野などで長年培ってきた材料設計技

術、プロセス技術及び製品応用技術などを活用することができ、東芝マテリアルにおいては、当社の持つセラミッ

ク技術との融合ならびにグローバルネットワークの活用を通じた顧客基盤の拡充・サポート体制強化が期待できる

など、さまざまな面においてシナジーを実現できると判断し、本件株式取得を決定しました。

③ 取得日

2025年６月２日

 ④ 取得した議決権付資本持分の割合

100％

⑤ 被取得企業の支配を獲得した方法

現金を対価とした株式取得
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(2) 取得日における取得資産、引受負債及び移転対価の公正価値の内訳

 (単位：百万円)

 金額

取得資産及び引受負債の公正価値  

現金及び現金同等物 2,513

営業債権及びその他の債権 4,593

棚卸資産 5,138

有形固定資産 32,264

無形資産 39,554

使用権資産 2,094

持分法で会計処理されている投資 2,525

繰延税金資産 2,054

その他の資産 711

営業債務及びその他の債務 △5,881

借入金 △29,181

未払法人所得税 △6

退職給付に係る負債 △885

その他の金融負債 △2,094

繰延税金負債 △14,926

その他の負債 △3,406

取得資産及び引受負債の公正価値(純額) 35,068

のれん 87,996

合計 123,065

移転対価の公正価値  

現金及び現金同等物 123,065

合計 123,065
 

（注) １　企業結合に係る取得関連費用1,299百万円は「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 ２　当該企業結合により生じたのれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発

生したものであり、税務上損金算入可能な金額はありません。

 ３　取得対価の配分について、前中間連結会計年度においては暫定的な会計処理を行っていましたが、前連結

会計年度に確定しています。上表の各項目は当該取得対価の配分の確定を反映した金額です。

 
(3) 取得に伴うキャッシュ・フロー

(単位：百万円)

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 123,065

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 △2,513

借入金の返済（注) 26,934

合計 147,486
 

（注) 株式取得にあたり、当社は株式取得対価としての現金支払に加え、東芝マテリアルの借入金の返済原資として

　　　同社に対する現金貸付を行いました。
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(4) 業績に与える影響

取得日以降に被取得企業に生じた売上収益及び中間利益は影響が軽微のため記載を省略しています。また、企業

結合が期首に実施されたと仮定した場合の結合後企業の当報告期間における売上収益及び中間利益については、要

約中間連結損益計算書に与える影響が軽微であるため記載を省略しています。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

　　該当事項はありません。

 
15．売却目的で保有する資産及び直接関連する負債

売却目的で保有する資産及び直接関連する負債の内訳は、次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

売却目的で保有する資産   

有形固定資産 － 380

合計 － 380
 

　(注)　前連結会計年度において、売却目的で保有する資産及び直接関連する負債の残高はありません。

当中間連結会計期間において、売却目的で保有する資産に分類したものは、当社の連結子会社における事務所

移転のために売却を予定している自動車関連セグメントに係る資産です。

 
16．後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

①剰余金の配当

2026年４月30日開催の取締役会において、次のとおり決議が行われました。

配当の総額 22,032百万円

１株当たりの配当額 112円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年６月５日
 

(注) １　2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払いを行っています。

 ２　配当の総額は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金51百万円が

含まれています。

 ３　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

の配当額につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
また、2026年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議が行われました。

配当の総額 23,217百万円

１株当たりの配当額 119円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年11月30日
 

(注) １　2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払います。

 ２　配当の総額は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金53百万円が

含まれています。

３　当社は、2026年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

の配当額につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。
 

②その他

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本特殊陶業株式会社(E01136)

半期報告書

35/38



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年11月６日

日本特殊陶業株式会社

 取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  松　木　　豊  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  樋　口　　幹　根 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業

株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年

９月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、

要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間

連結財務諸表注記について期中レビューを行った。
 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、日本特殊陶業株

式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸

表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中

間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財

務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。
 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
　

以　 上
　

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

日本特殊陶業株式会社(E01136)

半期報告書

38/38


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約中間連結財務諸表
	(1)要約中間連結財政状態計算書
	(2)要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書
	要約中間連結損益計算書
	要約中間連結包括利益計算書

	(3)要約中間連結持分変動計算書
	(4)要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
	要約中間連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

